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除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン新旧対照表 

 

新 旧 

第２ 適用等 

１ このガイドラインは、次に掲げる事項に留意

の上、「平成二十三年三月十一日に発生した東

北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故

により放出された放射性物質による環境の汚染

への対処に関する特別措置法」（平成23年法律

第110号）第25条第１項に規定する除染特別地

域又は同法第32条第１項に規定する汚染状況重

点調査地域（以下「除染特別地域等」という。

別紙１参照。）における除染等業務を行う事業

の事業者（以下「除染等事業者」という。）に

適用すること。 

(1)～(6) （略） 

(7) 除染等業務は、年少者労働基準規則（昭和

29年労働省令第13号）第８条第35号に定める

業務に該当するため、満18歳に満たない者を

就業させてはならないこと。 

 

第３ 被ばく線量管理の対象及び被ばく線量管理

の方法 

１ 基本原則 

(1) （略） 

(2) 特定汚染土壌等取扱業務を実施する際には

、特定汚染土壌等取扱業務に従事する労働者

（以下「特定汚染土壌等取扱業務従事者」と

いう。）の被ばく低減を優先し、あらかじめ

、作業場所における除染等の措置が実施され

るように努めること。 

ア～ウ （略） 

エ 営農等の事業を行う事業者は、あらかじ

め、作業場所周辺の除染等の措置を実施し

、可能な限り線量低減を図った上で、原則

として、被ばく線量管理を行う必要がない

平均空間線量率（2.5μSv/h以下）のもと

で作業に就かせることが求められること。 

 

第２ 適用等 

１ このガイドラインは、次に掲げる事項に留意

の上、「平成二十三年三月十一日に発生した東

北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故

により放出された放射性物質による環境の汚染

への対処に関する特別措置法」（平成23年法律

第110号）第25条第１項に規定する除染特別地

域又は同法第32条第１項に規定する汚染状況重

点調査地域（以下「除染特別地域等」という。

別紙１参照。）における除染等業務を行う事業

の事業者（以下「除染等事業者」という。）に

適用すること。 

(1)～(6) （略） 

(7) 除染等業務は、年少者労働基準規則（昭和

29年労働省令第13号）第８条35号に定める業

務に該当するため、満18歳に満たない者を就

業させてはならないこと。 

 

第３ 被ばく線量管理の対象及び被ばく線量管理

の方法 

１ 基本原則 

(1) （略） 

(2) 特定汚染土壌等取扱業務を実施する際には

、特定汚染土壌等取扱業務に従事する労働者

（以下「特定汚染土壌等取扱業務従事者」と

いう。）の被ばく低減を優先し、あらかじめ

、作業場所における除染等の措置が実施され

るように努めること。 

ア～ウ （略） 

エ 営農等の事業を行う事業者は、、あらか

じめ、作業場所周辺の除染等の措置を実施

し、可能な限り線量低減を図った上で、原

則として、被ばく線量管理を行う必要がな

い平均空間線量率（2.5μSv/h以下）のも

とで作業に就かせることが求められること

。 

参考資料 
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２ 線量の測定 

(1) （略） 

(2) 除染等事業者は、除染等業務の一部を請負

人に請け負わせるときは、当該請負人に対し

、除染等業務に従事する者について、(1)の

ア及びイの場合ごとに、それぞれ定められた

方法で除染等作業による被ばく実効線量を測

定する必要がある旨を周知させること。ただ

し、除染等事業者が請負人やその請負人の労

働者等が除染等作業により受ける被ばく実効

線量を測定する場合については、周知を重ね

て行う必要はないこと。 

(3)～(5) （略） 

(6) 高濃度粉じん作業に該当するかどうかの判

断については、以下の事項に留意すること。 

ア 土壌等のはぎ取り、アスファルト・コン

クリートの表面研削・はつり、除草作業、

除去土壌等のかき集め・袋詰め、建築・工

作物の解体等を乾燥した状態で行う場合は

、10mg/m3を超えるとみなして(5)、第５の

５に定める措置を講ずること。 

イ （略） 

(7) （略） 

３ 被ばく線量限度 

(1) 除染等事業者は、２の(1)のア及びイの場

合ごとに、それぞれ定められた方法で測定さ

れた除染等業務従事者の受ける実効線量の合

計が、次に掲げる限度を超えないようにする

こと。 

ア （略） 

イ 女性（妊娠する可能性がないと診断され

たもの及びウのものを除く。）：３月間に

つき実効線量５mSv 

ウ （略） 

(2) （略） 

(3) 除染等事業者は、除染等業務の一部を請負

人に請け負わせるときは、当該請負人に対し

、２の(1)のア及びイの場合ごとに、それぞ

れ定められた方法で測定された除染等業務に

２ 線量の測定 

(1) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)～(4) （略） 

(5) 高濃度粉じん作業に該当するかどうかの判

断については、以下の事項に留意すること。 

ア 土壌等のはぎ取り、アスファルト・コン

クリートの表面研削・はつり、除草作業、

除去土壌等のかき集め・袋詰め、建築・工

作物の解体等を乾燥した状態で行う場合は

、10mg/m3を超えるとみなして２（４）、

第５の５に定める措置を講ずること。 

イ （略） 

(6) （略） 

３ 被ばく線量限度 

(1) 除染等事業者は、２の(1)のア及びイの場

合ごとに、それぞれ定められた方法で測定さ

れた除染等業務従事者の受ける実効線量の合

計が、次に掲げる限度を超えないようにする

こと。 

ア （略） 

イ 女性（妊娠する可能性がないと診断され

たものおよびウのものを除く。）：３月間

につき実効線量５mSv 

ウ （略） 

(2) （略） 

（新設） 
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従事する者の受ける実効線量が(1)に掲げる

限度を超えないようにする必要がある旨を周

知させること。 

(4) 除染等事業者は、(3)の内容を請負人に周

知させるときは、当該請負人に対し、除染等

業務に従事する者が電離則第３条で定める管

理区域内において放射線業務に従事した場合

又は特定線量下業務に従事した場合には、こ

れらの業務に従事した際に受けた実効線量と

２の(1)により測定された実効線量の合計が(

1)の限度を超えないようにする必要がある旨

も併せて周知させること。 

(5)～(8) （略） 

(9) (5)及び(6)の規定に関わらず、放射線業務

を主として行う事業者については、事業場で

統一された別の始期により被ばく線量管理を

行っても差し支えないこと。 

(10) （略） 

４ （略） 

 

第４ 被ばく低減のための措置 

１ 事前調査 

(1) （略） 

(2) 除染等事業者は、あらかじめ、(1)の調査

が終了した年月日、調査方法及びその結果の

概要を除染等作業に従事させる労働者（当該

除染等作業の一部を請負人に請け負わせたと

きは、当該労働者及び当該請負人）に書面の

交付等により明示すること。 

なお、特定汚染土壌等取扱業務を同一の場

所で継続して行う場合は、当該場所について

、２週間に一度、(1)の調査が終了した年月

日、調査方法及びその結果の概要を除染等作

業に従事させる労働者（当該除染等作業の一

部を請負人に請け負わせたときは、当該労働

者及び当該請負人）に書面の交付等により明

示すること。 

(3)・(4) （略） 

２～４ （略） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)～(6) （略） 

(7) (3)及び(4)の規定に関わらず、放射線業務

を主として行う事業者については、事業場で

統一された別の始期により被ばく線量管理を

行っても差し支えないこと。 

(8) （略） 

４ （略） 

 

第４ 被ばく低減のための措置 

１ 事前調査 

(1) （略） 

(2) 除染等事業者は、あらかじめ、(1)の調査

が終了した年月日、調査方法及びその結果の

概要を除染等作業に従事させる労働者に書面

の交付等により明示すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)・(4) （略） 

２～４ （略） 
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５ 医師による診察等 

(1)・(2) （略） 

(3) 除染等事業者は、除染等業務の一部を請負

人に請け負わせる場合においては、当該請負

人に対し、除染等業務に従事する者が(1)の

アからエまでのいずれかに該当する場合、速

やかに医師の診察又は処置を受ける必要があ

る旨を周知させること。 

 

第５ 汚染拡大防止、内部被ばく防止のための措

置 

１ 粉じんの発散の抑制 

(1) 除染等事業者は、除染等業務（特定汚染土

壌等取扱業務を除く。）において、第３の２

の(5)の表のうち、高濃度汚染土壌等を扱わ

ず、かつ、高濃度粉じん作業でない場合を除

き、あらかじめ、除去する土壌等を湿潤な状

態とする等、粉じんの発生を抑制する措置を

講ずること。 

なお、湿潤にするためには、汚染水の発生

を抑制するため、ホース等による散水ではな

く、噴霧（霧状の水による湿潤）とすること

（(2)において同じ。）。 

(2) 除染等事業者は、除染等業務（特定汚染土

壌等取扱業務を除く。）の一部を請負人に請

け負わせる場合においては、第３の２の(5)

の表のうち、高濃度汚染土壌等を扱わず、か

つ、高濃度粉じん作業でない場合を除き、あ

らかじめ、除去する土壌等を湿潤な状態とす

る等、粉じんの発生を抑制する措置を講ずる

必要がある旨を周知させること。 

２ （略） 

３ 汚染検査の実施 

(1) （略） 

(2) 退出者の汚染検査 

ア （略） 

イ 除染等事業者は、アの検査により、汚染

限度を超えて汚染されていると認められる

ときは、次の措置を講じなければ、その除

５ 医師による診察等 

(1)・(2) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第５ 汚染拡大防止、内部被ばく防止のための措

置 

１ 粉じんの発散の抑制 

除染等事業者は、除染等業務（特定汚染土

壌等取扱業務を除く。）において、第３の２

の(4)の表のうち、高濃度汚染土壌等を扱わ

ず、かつ、高濃度粉じん作業でない場合を除

き、あらかじめ、除去する土壌等を湿潤な状

態とする等、粉じんの発生を抑制する措置を

講ずること。 

なお、湿潤にするためには、汚染水の発生

を抑制するため、ホース等による散水ではな

く、噴霧（霧状の水による湿潤）とすること

。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

２ （略） 

３ 汚染検査の実施 

(1) （略） 

(2) 退出者の汚染検査 

ア （略） 

イ 除染等事業者は、この検査により、汚染

限度を超えて汚染されていると認められる

ときは、次の措置を講じなければ、その除
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染等業務従事者を退出させないこと。 

①・② （略） 

ウ アの作業場所において除染等業務に従事

する者（労働者を除く。）は、汚染検査場

所において、当該作業場所から退去すると

きに、その身体及び装具（衣服、履物、作

業衣、保護具等身体に装着している物）の

汚染の状態を検査すること。 

エ アの作業場所において除染等業務に従事

する者（労働者を除く。）は、ウの検査に

より、汚染限度を超えて汚染されていると

認められるときは、当該作業場所から退去

する前に、次の措置を講じなければならな

いこと。 

① 身体が汚染されているときは、汚染限

度以下になるように洗身等をすること 

② 装具が汚染されているときは、その装

具を脱ぎ、又は取り外すこと 

(3) 持ち出し物品の汚染検査 

ア （略） 

イ 除染等事業者及び労働者は、アの検査に

おいて、当該物品が汚染限度を超えて汚染

されていると認められるときは、その物品

を持ち出してはならないこと。ただし、容

器に入れる又はビニールシートで覆う等除

去土壌又は汚染廃棄物が飛散、流出するこ

とを防止するため必要な措置を講じた上で

、汚染を除去するための施設、貯蔵施設若

しくは廃棄のための施設、又は他の除染等

業務が行われる作業場まで運搬する場合は

その限りではないこと。 

ウ アの作業場所において除染等作業に従事

する者（労働者を除く。）は、汚染検査場

所において、当該作業場所から持ち出す物

品について、持ち出しの際に、その汚染の

状況を検査すること。ただし、容器に入れ

る又はビニールシートで覆う等除去土壌又

は汚染廃棄物が飛散、流出することを防止

するため必要な措置を講じた上で、他の除

染等業務従事者を退出させないこと。 

①・② （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 持ち出し物品の汚染検査 

ア （略） 

イ 除染等事業者は、この検査において、当

該物品が汚染限度を超えて汚染されている

と認められるときは、その物品を持ち出し

てはならないこと。ただし、容器に入れる

又はビニールシートで覆う等除去土壌又は

汚染廃棄物が飛散、流出することを防止す

るため必要な措置を講じた上で、汚染を除

去するための施設、貯蔵施設若しくは廃棄

のための施設、又は他の除染等業務が行わ

れる作業場まで運搬する場合はその限りで

はないこと。 

（新設） 
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染等作業を行う作業場所に運搬する場合は

、この限りではないこと。 

エ アの作業場所において除染等作業に従事

する者（労働者を除く。）は、ウの検査に

おいて、当該物品が汚染限度を超えて汚染

されていると認められるときは、その物品

を持ち出してはならないこと。ただし、容

器に入れる又はビニールシートで覆う等除

去土壌又は汚染廃棄物が飛散、流出するこ

とを防止するため必要な措置を講じた上で

、汚染を除去するための施設、貯蔵施設若

しくは廃棄のための施設、又は他の除染等

業務が行われる作業場まで運搬する場合は

この限りではないこと。 

オ （略） 

４ （略） 

５ 身体・内部汚染の防止 

(1)・(2) （略） 

(3) 除染等事業者は、除染等業務の一部を請負

人に請け負わせるときは、当該請負人に対し

、(1)及び(2)の保護具を使用する必要がある

旨を周知させること。ただし、当該請負人や

その労働者等に除染等事業者が用意した保護

具のみを使用させる場合については、周知を

重ねて行う必要はないこと。 

(4) （略） 

(5) 除染等事業者は、除染等業務の一部を請負

人に請け負わせるときは、当該請負人に対し

、(3)の周知により使用する保護具が汚染限

度（40Bq/cm2(GM計数管のカウント値として

は、13,000cpm)）を超えて汚染されていると

認められる場合には、あらかじめ、洗浄等に

より、汚染限度以下となるまで汚染を除去し

なければ使用してはならない旨を周知させる

こと。ただし、汚染管理も含め、当該請負人

やその労働者等に除染等事業者が用意した保

護具のみを使用させる場合については、周知

を重ねて行う必要はないこと。 

(6) 除染等事業者は、第４の２の(5)で定める

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ （略） 

４ （略） 

５ 身体・内部汚染の防止 

(1)・(2) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

(3) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 除染等事業者は、第４の２(5)で定める場
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場所以外の場所における除染等業務に従事す

る者の喫煙又は飲食について、禁止する旨を

明示することその他の方法により禁止すると

ともに、明示以外の方法により禁止したとき

は、当該場所において喫煙又は飲食が禁止さ

れている旨を、あらかじめ、書面の交付、掲

示等により除染等業務に従事する者に明示す

ること。除染等業務に従事する者は、当該場

所で喫煙し、又は飲食しないこと。 

 

第８ 安全衛生管理体制等 

１～３ （略） 

４ 東電福島第一原発緊急作業従事者に対する健

康保持増進の措置等 

除染等事業者は、東京電力福島第一原子力発

電所における緊急作業に従事した労働者を除染

等業務に就かせる場合は、次に掲げる事項を実

施すること。 

(1) 電離則第59条の２に基づく報告を厚生労働

大臣（厚生労働省労働基準局安全衛生部労働

衛生課電離放射線労働者健康対策室あて）に

行うこと。 

ア 第７の１の(3)及び第７の２の(8)の個人

票の写しを、健康診断実施後、遅滞なく提

出すること。 

イ ３月ごとの月の末日に、「指定緊急作業

等従事者等に係る線量等管理実施状況報告

書」（電離則様式第３号）を提出すること

。なお、提出に当たっては、原則としてＣ

ＳＶによる電磁的記録により行うこと。 

(2) 「原子力施設等における緊急作業従事者等

の健康の保持増進のための指針」（平成27年

８月31日健康保持増進のための指針公示第６

号）に基づき、保健指導等を実施するととも

に、緊急作業従事期間中に50mSvを超える被

ばくをした者に対して、必要な検査等を実施

すること。 

 

 

所以外の場所において、労働者が喫煙し、又

は飲食することを禁止し、あらかじめ、その

旨を書面の交付、掲示等により労働者に明示

すること。労働者は、当該場所で喫煙し、又

は飲食しないこと。 

 

 

 

 

 

第８ 安全衛生管理体制等 

１～３ （略） 

４ 東電福島第一原発緊急作業従事者に対する健

康保持増進の措置等 

除染等事業者は、東京電力福島第一原子力発

電所における緊急作業に従事した労働者を除染

等業務に就かせる場合は、次に掲げる事項を実

施すること。 

(1) 電離則第59条の２に基づく報告を厚生労働

大臣（厚生労働省労働基準局安全衛生部労働

衛生課電離放射線労働者健康対策室あて）に

行うこと。 

ア 第７の１(3)及び第７の２(4)の個人票の

写しを、健康診断実施後、遅滞なく提出す

ること。 

イ ３月ごとの月の末日に、「指定緊急作業

従事者等に係る線量等管理実施状況報告書

」（電離則様式第３号）を提出すること。

なお、提出に当たっては、原則としてＣＳ

Ｖによる電磁的記録により行うこと。 

(2) 「東京電力福島第一原子力発電所における

緊急作業従事者等の健康の保持増進のための

指針」（平成２３年東京電力福島第一原子力

発電所における緊急作業従事者等の健康の保

持増進のための指針公示第５号）に基づき、

保健指導等を実施するとともに、緊急作業従

事期間中に50mSvを超える被ばくをした者に

対して、必要な検査等を実施すること。 
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別紙１ 除染特別地域等の一覧 

１ 除染特別地域 

・指定対象 

旧警戒区域又は計画的避難区域の対象区域等 

 市町村数 指定地域 

福島県 10 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村

及び飯舘村。並びに南相馬市、川俣町、川内村で警

戒区域又は計画的避難区域であった地域 

 

２ 汚染状況重点調査地域 

・指定対象 

放射線量が0.23μSv/h以上の地域等 

 市町村数 指定地域 

（略） （略） （略） 

福島県 14 いわき市、伊達市、西郷村、棚倉町、石川町、玉川

村、平田村、浅川町、古殿町、広野町及び新地町の

全域並びに南相馬市、川俣町及び川内村で警戒区域

又は計画的避難区域であった地域を除く区域 

 

 

 

（略） （略） （略） 

計 69  

※ 環境省環境再生・資源循環局環境再生事業担

当参事官室作成（令和５年３月） 

 

別紙６－３ 森林土壌等の放射能濃度の簡易測定

手順 

１ 地表面から１ｍの高さの平均空間線量率から

、森林の落葉層及び土壌（以下「森林土壌等

」という。）におけるセシウム134及びセシウ

ム137の放射能濃度の合計が１万Bq/kgを下回

っていることの判別方法 

１） （略） 

２） 測定された値Ａ（μSv/h）を代入して森

林土壌等（15cm深）における放射性セシウ

ム濃度を推定する。 

Ａ（μSv/h）×8,780 ＋ 950 ＝ Cs-1

別紙１ 除染特別地域等の一覧 

１ 除染特別地域 

・指定対象 

旧警戒区域又は計画的避難区域の対象区域等 

 市町村数 指定地域 

福島県 11 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村

及び飯舘村。並びに田村市、南相馬市、川俣町、川

内村で警戒区域又は計画的避難区域であった地域 

 

２ 汚染状況重点調査地域 

・指定対象 

放射線量が0.23μSv/h以上の地域等 

 市町村数 指定地域 

（略） （略） （略） 

福島県 31 福島市、郡山市、いわき市、白河市、須賀川市、相

馬市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見

町、鏡石町、天栄村、西郷村、泉崎村、中島村、矢

吹町、棚倉町、石川町、玉川村、平田村、浅川町、

古殿町、三春町、小野町、広野町及び新地町の全域

並びに田村市、南相馬市、川俣町及び川内村で警戒

区域又は計画的避難区域であった地域を除く区域 

（略） （略） （略） 

計 86  

※ 環境省環境再生・資源循環局環境再生事業担

当参事官室作成（令和３年12月） 

 

別紙６－３ 森林土壌等の放射能濃度の簡易測定

手順 

１ 地表面から１ｍの高さの平均空間線量率から

、森林の落葉層及び土壌（以下「森林土壌等

」という。）におけるセシウム134及びセシウ

ム137の放射能濃度の合計が１万Bq/kgを下回

っていることの判別方法 

１） （略） 

２） 測定された値Ａ（μSv/h）を代入して森

林土壌等（15cm深）における放射性セシウ

ム濃度を推定する。 

Ａ（μSv/h）×8,780 － 950 ＝ Cs-1
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34及びCs-137の放射能濃度の合計（Bq/k

g） 

（※１，２） 

（例）平均空間線量率1.0μSv/hにおける放射

性セシウム濃度 

1.0μSv/h × 8,780 ＋ 950 ＝ 9,7

30 Bq/kg （推定値) 

早見表（※３） 

（表 略） 

 

34及びCs-137の放射能濃度の合計（Bq/k

g） 

（※１，２） 

（例）平均空間線量率1.0μSv/hにおける放射

性セシウム濃度 

1.0μSv/h × 8,780 － 950 ＝ 9,7

30 Bq/kg （推定値) 

早見表（※３） 

（表 略） 
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特定線量下業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン新旧対照表 

 

新 旧 

第３ 被ばく線量管理の対象及び方法 

１ （略） 

２ 線量の測定 

(1) （略） 

(2) 特定線量事業者は、特定線量下業務の一部

を請負人に請け負わせるときは、当該請負人

に対し、個人線量計により外部被ばく線量を

測定する必要がある旨を周知させること。た

だし、特定線量事業者が請負人やその請負人

の労働者等の特定線量下業務に係る作業によ

り受ける外部被ばく線量を測定する場合につ

いては、周知を重ねて行う必要はないこと。 

(3) （略） 

３ 被ばく線量限度 

(1) 特定線量事業者は、２の(1)で測定された

労働者の受ける実効線量の合計が、次のアか

らウまでに掲げる限度を超えないようにする

こと。 

ア （略） 

イ 女性（妊娠する可能性がないと診断され

たもの及びウのものを除く。）は、３月間

につき５mSv 

ウ （略） 

(2) （略） 

(3) 特定線量事業者は、特定線量下業務の一部

を請負人に請け負わせるときは、当該請負人

に対し、特定線量下業務に従事する者の受け

る実効線量が(1)の限度を超えないようにす

る必要があることを周知させること。 

(4) 特定線量事業者は、(3)の内容を請負人に

周知させるときは、当該請負人に対し、特定

線量下業務に従事する者が電離則第３条で定

める管理区域内において放射線業務に従事し

た場合又は除染等業務に従事した場合には、

これらの業務に従事した際に受けた実効線量

と２の(1)により測定された実効線量の合計

第３ 被ばく線量管理の対象及び方法 

１ （略） 

２ 線量の測定 

(1) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

３ 被ばく線量限度 

(1) 特定線量事業者は、２の(1)で測定された

労働者の受ける実効線量の合計が、次のアか

らウまでに掲げる限度を超えないようにする

こと。 

ア （略） 

イ 女性（妊娠する可能性がないと診断され

たものおよびウのものを除く。）は、３月

間につき５mSv 

ウ （略） 

(2) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 
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が(1)の限度を超えないようにする必要があ

る旨も併せて周知させること。 

(5)～(8) （略） 

(9) (6)及び(7)の規定に関わらず、放射線業務

を主として行う事業者については、事業場で

統一された別の始期により被ばく線量管理を

行っても差し支えないこと。 

(10)  （略） 

４ 線量の測定結果の記録等 

(1) 特定線量事業者は、２の測定又は計算の結

果に基づき、次に掲げる特定線量下業務従事

者の被ばく線量を算定し、これを記録し、こ

れを30年間保存すること。また、３の(5)の

調査の結果についても同様とすること。ただ

し、当該記録を５年間保存した後又は当該特

定線量下業務従事者が離職した後に、当該特

定線量下業務従事者に係る記録を厚生労働大

臣が指定する機関（公益財団法人放射線影響

協会）に引き渡すときはこの限りではないこ

と。この場合、記録の様式の例として、様式

１があること。 

なお、特定線量下業務従事者のうち電離則

第４条第１項の放射線業務従事者であった者

、除染特別地域等において除染等業務に従事

する労働者であった者については、当該従事

者が放射線業務又は除染等業務に従事する際

に受けた線量を特定線量下業務で受ける線量

に合算して記録し、保存すること。 

ア～ウ （略） 

(2)～(5) （略） 

 

第４ 被ばく低減のための措置 

１ 事前調査等 

(1)・(2) （略） 

(3) 特定線量事業者は、あらかじめ、(1)又は(

2)の調査が終了した年月日、調査方法及びそ

の結果の概要を特定線量下業務従事者（特定

線量下業務の一部を請負人に請け負わせたと

きは、当該特定線量下業務従事者及び当該請

 

 

(3)～(6) （略） 

(7) (4)及び(5)の規定に関わらず、放射線業務

を主として行う事業者については、事業場で

統一された別の始期により被ばく線量管理を

行っても差し支えないこと。 

(8)  （略） 

４ 線量の測定結果の記録等 

(1) 特定線量事業者は、２の測定又は計算の結

果に基づき、次に掲げる特定線量下業務従事

者の被ばく線量を算定し、これを記録し、こ

れを30年間保存すること。また、３の(3)の

調査の結果についても同様とすること。ただ

し、当該記録を５年間保存した後又は当該特

定線量下業務従事者が離職した後に、当該特

定線量下業務従事者に係る記録を厚生労働大

臣が指定する機関（公益財団法人放射線影響

協会）に引き渡すときはこの限りではないこ

と。この場合、記録の様式の例として、様式

１があること。 

なお、特定線量下業務従事者のうち電離則

第４条第１項の放射線業務従事者であった者

、除染特別地域等において除染等業務に従事

する労働者であった者については、当該従事

者が放射線業務又は除染等業務に従事する際

に受けた線量を特定線量下業務で受ける線量

に合算して記録し、保存すること。 

ア～ウ （略） 

(2)～(5) （略） 

 

第４ 被ばく低減のための措置 

１ 事前調査等 

(1)・(2) （略） 

(3) 特定線量事業者は、あらかじめ、(1)又は(

2)の調査が終了した年月日、調査方法及びそ

の結果の概要を特定線量下業務従事者に書面

の交付等により明示すること。 
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負人）に書面の交付等により明示すること。 

２ 医師による診察等 

(1)・(2) （略） 

(3) 特定線量事業者は、特定線量下業務の一部

を請負人に請け負わせる場合においては、当

該請負人に対し、特定線量下業務に従事する

者が(1)のアからエまでのいずれかに該当す

る場合、速やかに医師の診察又は処置を受け

る必要がある旨を周知させること。 

 

第７ 安全衛生管理体制等 

１・２ （略） 

３ 東電福島第一原発緊急作業従事者に対する健

康保持増進の措置等 

(1) 電離則第59条の２に基づき、３月ごとの月

の末日に、「指定緊急作業等従事者等に係る

線量等管理実施状況報告書」（電離則様式第

３号）を厚生労働大臣（厚生労働省労働基準

局安全衛生部労働衛生課電離放射線労働者健

康対策室あて）に提出すること。なお、提出

に当たっては、原則としてＣＳＶによる電磁

的記録により行うこと。 

(2) 「原子力施設等における緊急作業従事者等

の健康の保持増進のための指針」（平成27年

８月31日健康保持増進のための指針公示第６

号）に基づき、保健指導等を実施するととも

に、緊急作業従事期間中に50mSvを超える被

ばくをした者に対して、必要な検査等を実施

すること。 

 

 

別紙１ 除染特別地域等の一覧 

１ 除染特別地域 

・指定対象 

旧警戒区域又は計画的避難区域の対象区域等 

 市町村数 指定地域 

福島県 10 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村

及び飯舘村。並びに南相馬市、川俣町、川内村で警

戒区域又は計画的避難区域であった地域 

 

２ 医師による診察等 

(1)・(2) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第７ 安全衛生管理体制等 

１・２ （略） 

３ 東電福島第一原発緊急作業従事者対する健康

保持増進の措置等 

(1) 電離則第59条の２に基づき、３月ごとの月

の末日に、「指定緊急作業従事者等に係る線

量等管理実施状況報告書」（電離則様式第３

号）を厚生労働大臣（厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課電離放射線労働者健康

対策室あて）に提出すること。なお、提出に

当たっては、原則としてＣＳＶによる電磁的

記録により行うこと。 

(2) 「東京電力福島第一原子力発電所における

緊急作業従事者等の健康の保持増進のための

指針」（平成２３年東京電力福島第一原子力

発電所における緊急作業従事者等の健康の保

持増進のための指針公示第５号）に基づき、

保健指導等を実施するとともに、緊急作業従

事期間中に50mSvを超える被ばくをした者に

対して、必要な検査等を実施すること。 

 

別紙１ 除染特別地域等の一覧 

１ 除染特別地域 

・指定対象 

旧警戒区域又は計画的避難区域の対象区域等 

 市町村数 指定地域 

福島県 11 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村

及び飯舘村。並びに田村市、南相馬市、川俣町、川

内村で警戒区域又は計画的避難区域であった地域 
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２ 汚染状況重点調査地域 

・指定対象 

放射線量が0.23μSv/h以上の地域等 

 市町村数 指定地域 

（略） （略） （略） 

福島県 14 いわき市、伊達市、西郷村、棚倉町、石川町、玉川

村、平田村、浅川町、古殿町、広野町及び新地町の

全域並びに南相馬市、川俣町及び川内村で警戒区域

又は計画的避難区域であった地域を除く区域 

 

 

 

（略） （略） （略） 

計 69  

※ 環境省環境再生・資源循環局環境再生事業担

当参事官室作成（令和５年３月） 

 

 

２ 汚染状況重点調査地域 

・指定対象 

放射線量が0.23μSv/h以上の地域等 

 市町村数 指定地域 

（略） （略） （略） 

福島県 31 福島市、郡山市、いわき市、白河市、須賀川市、相

馬市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見

町、鏡石町、天栄村、西郷村、泉崎村、中島村、矢

吹町、棚倉町、石川町、玉川村、平田村、浅川町、

古殿町、三春町、小野町、広野町及び新地町の全域

並びに田村市、南相馬市、川俣町及び川内村で警戒

区域又は計画的避難区域であった地域を除く区域 

（略） （略） （略） 

計 86  

※ 環境省環境再生・資源循環局環境再生事業担

当参事官室作成（令和３年12月） 
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事故由来廃棄物等処分業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン新旧対照表 

 

新 旧 

第３ 管理区域の設定及び被ばく線量管理の方法 

１・２ （略） 

３ 線量の測定 

(1) 処分事業者は、(3)から(5)までに掲げると

ころにより、事故由来廃棄物等処分業務を行

う者（以下「事故由来廃棄物等処分業務従事

者」という。）の管理区域内において受ける

外部被ばくによる線量及び内部被ばくによる

線量を測定すること。 

(2) 処分事業者は管理区域内における事故由来

廃棄物等処分業務（以下「管理区域内事故由

来廃棄物等処分業務」という。）の一部を請

負人に請け負わせるときは、当該請負人に対

し、当該管理区域内事故由来廃棄物等処分業

務に従事する者が管理区域内において受ける

外部被ばくによる線量及び内部被ばくによる

線量を(3)から(5)までに掲げるところにより

測定する必要があることを周知させること。 

(3)～(5) （略） 

４ 被ばく線量限度 

(1) （略） 

(2) 処分事業者は、管理区域内事故由来廃棄物

等処分業務の一部を請負人に請け負わせると

きは、当該請負人に対し、当該管理区域内事

故由来廃棄物等処分業務に従事する者の受け

る実効線量が(1)の限度を超えないようにす

る必要があることを周知させること。 

(3) （略） 

(4) 処分事業者は、管理区域内事故由来廃棄物

等処分業務の一部を請負人に請け負わせると

きは、当該請負人に対し、当該管理区域内事

故由来廃棄物等処分業務に従事する者の受け

る等価線量が(3)の値を超えないようにする

必要があることを周知させること。 

(5) （略） 

(6) 処分事業者は、緊急作業の一部を請負人に

第３ 管理区域の設定及び被ばく線量管理の方法 

１・２ （略） 

３ 線量の測定 

(1) 処分事業者は、次に掲げる事項に留意の上

、事故由来廃棄物等処分業務を行う者（以下

「事故由来廃棄物等処分業務従事者」という

。）の管理区域内において受ける外部被ばく

による線量及び内部被ばくによる線量を測定

すること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)～(4) （略） 

４ 被ばく線量限度 

(1) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

(3) （略） 

（新設） 
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請け負わせるときは、当該請負人に対し、当

該緊急作業に従事する男性又は妊娠する可能

性がないと診断された女性については、(5)

の値を超えないようにする必要があることを

周知させること。 

(7) （略） 

５ （略） 

 

第４ 施設等における線量の限度 

１ （略） 

２ 事故由来廃棄物等取扱施設における表面汚染

の限度等 

(1)・(2) （略） 

(3) 処分事業者は、(1)の汚染の検査等につい

て、次に掲げる事項に留意すること。 

ア・イ （略） 

ウ 事故由来廃棄物等処分業務における被ば

くは、放射性セシウムによるものがその大

部分を占めるため、事故由来廃棄物等に係

る表面汚染限度は、アルファ線を放出しな

い放射性同位元素の限度（40Bq/cm2）が適

用されること。 

３ （略） 

４ 作業環境測定 

(1)・(2) （略） 

(3) 処分事業者は、管理区域における外部放射

線による線量当量又は線量当量率の測定結果

を見やすい場所に掲示する等の方法によって

、管理区域に立ち入る者に周知させること。 

 

(4) （略） 

 

第６ 汚染の防止のための措置 

１ （略） 

２ 事故由来廃棄物等の取扱いに使用する用具 

（略） 

３ （略） 

４ 保護具 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

(4) （略） 

５ （略） 

 

第４ 施設等における線量の限度 

１ （略） 

２ 事故由来廃棄物等取扱施設における表面汚染

の限度等 

(1)・(2) （略） 

(3) 処分事業者は、(1)の汚染の検査等につい

て、次に掲げる事項に留意すること。 

ア・イ （略） 

ウ 事故由来廃棄物等処分業務における被ば

くは、放射性セシウムよるものがその大部

分を占めるため、事故由来廃棄物等に係る

表面汚染限度は、アルファ線を放出しない

放射性同位元素の限度（40Bq/cm2）が適用

されること。 

３ （略） 

４ 作業環境測定 

(1)・(2) （略） 

(3) 処分事業者は、管理区域における外部放射

線による線量当量又は線量当量率の測定結果

を見やすい場所に掲示する等の方法によって

、管理区域に立ち入る労働者に周知させるこ

と。 

(4) （略） 

 

第６ 汚染の防止のための措置 

１ （略） 

２ 事項由来廃棄物等の取扱いに使用する用具 

（略） 

３ （略） 

４ 保護具 

(1)～(4) （略） 
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(5) 処分事業者は、(1)のアの作業の一部を請

負人に請け負わせるときは、当該請負人に対

し、その空気の放射能濃度に応じて(1)及び(

2)の保護具を使用する必要がある旨を周知さ

せること。 

５ （略） 

 

第７ 作業の管理等 

１ 事故由来廃棄物等処分業務における作業規程 

(1) 処分事業者は、事故由来廃棄物等処分業務

に係る作業を行うときは、これらの作業に関

して次に掲げる事項について規程を定め、こ

れにより作業を行うとともに、関係労働者（

当該作業の一部を請負人に請け負わせる場合

においては、関係労働者及び当該請負人）に

周知すること。 

ア～キ （略） 

(2) 処分事業者は、作業規程については、以下

の事項に留意すること。 

ア・イ （略） 

ウ (1)ウには、管理区域への立入り及び退

去の手順、密封されていない事故由来廃棄

物等の取扱いの方法及び順序、事故由来廃

棄物等の選別、破砕、圧縮又は濃縮等、貯

蔵、焼却、埋立ての方法及び順序、事故由

来廃棄物等により汚染された設備の保守点

検作業等の方法及び順序、身体等の汚染の

状態の検査及び汚染の除去の方法、保護具

の性能及び使用方法、遮蔽体の設置、遠隔

操作の採用等の被ばく防止の方法、被ばく

限度及び被ばく線量測定の方法並びに被ば

く線量測定の結果の確認及び記録等の方法

が含まれること。 

エ～カ （略） 

２・３ （略） 

４ 事故時の退避等 

(1) （略） 

(2) 処分事業者は、(1)の事故が発生し、(1)の

区域が生じたときは、次の事項を記録し、５

（新設） 

 

 

 

 

５ （略） 

 

第７ 作業の管理等 

１ 事故由来廃棄物等処分業務における作業規程 

(1) 処分事業者は、事故由来廃棄物等処分業務

に係る作業を行うときは、これらの作業に関

して次に掲げる事項について規程を定め、こ

れにより作業を行うとともに、関係労働者に

周知すること。 

 

 

ア～キ （略） 

(2) 処分事業者は、作業規程については、以下

の事項に留意すること。 

ア・イ （略） 

ウ (1)ウには、管理区域への立入り及び退

去の手順、密封されていない事故由来廃棄

物等の取扱いの方法及び順序、事故由来廃

棄物等の選別、破砕、圧縮又は濃縮等、貯

蔵、焼却、埋立ての方法及び順序、事故由

来廃棄物等により汚染された設備の保守点

検作業等の方法及び順序、身体等の汚染の

状態の検査及び汚染の除去の方法保護具の

性能及び使用方法、遮蔽体の設置、遠隔操

作の採用等の被ばく防止の方法、被ばく限

度及び被ばく線量測定の方法、被ばく線量

測定の結果の確認及び記録等の方法が含ま

れること。 

エ～カ （略） 

２・３ （略） 

４ 事故時の退避等 

(1) （略） 

(2) 処分事業者は、（1）の事故が発生し、（1

）の区域が生じたときは、次の事項を記録し
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年間保存すること。 

ア (1)の区域にいた労働者又は緊急作業従

事者の実効線量並びに眼の水晶体及び皮膚

の等価線量 

イ～オ （略） 

(3) 処分事業者は、事故由来廃棄物等処分業務

の一部を請負人に請け負わせるときは、当該

請負人に対し、(1)の区域にいた当該事故由

来廃棄物等処分業務に従事する者又は緊急作

業従事者の実効線量又は眼の水晶体若しくは

皮膚の等価線量が明らかでないときは、(1)

の区域内の必要な場所ごとの外部放射線によ

る線量当量率、空気中の放射性物質の濃度又

は放射性物質の表面密度を測定し、その結果

に基づいて、計算により当該実効線量又は等

価線量を算出する必要があることを周知させ

ること。ただし、処分事業者が請負人やその

請負人の労働者等の分まで測定を行っている

場合については、周知を重ねて行う必要はな

いこと。 

(4) (3)の場合において、処分事業者は、当該

請負人に対し、線量当量率を測定することが

著しく困難なときは、当該線量当量率を計算

により算出することができる旨を周知させる

こと。ただし、処分事業者が請負人やその請

負人の労働者等の分まで計算を行っている場

合については、周知を重ねて行う必要はない

こと。 

５ 医師の診察等 

(1) （略） 

(2) (1)のウについては、事故等で大量の事故

由来廃棄物等に埋まった場合、大量の事故由

来廃棄物等やそれに汚染されたものが口に入

った場合等、一定程度の内部被ばくが見込ま

れるものに限るものであること。 

(3) 処分事業者は、事故由来廃棄物等処分業務

、緊急作業及び管理区域に一時的に立ち入る

作業（以下「事故由来廃棄物等処分業務等」

という。）の一部を請負人に請け負わせる場

、５年間保存すること。 

ア (1)の区域にいた労働者又は緊急作業従

事者の眼の水晶体及び皮膚の等価線量 

 

イ～オ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

５ 医師の診察等 

(1) （略） 

(2) ウについては、事故等で大量の事故由来廃

棄物等に埋まった場合、大量の事故由来廃棄

物等やそれに汚染されたものが口に入った場

合等、一定程度の内部被ばくが見込まれるも

のに限るものであること。 

（新設） 

 

 

 



- 18 - 
 

合においては、当該請負人に対し、事故由来

廃棄物等処分業務等に従事する者が(1)のア

からエまでのいずれかに該当する場合、速や

かに医師の診察又は処置を受ける必要がある

旨を周知させること。 

 

第９ 健康管理のための措置 

１ 特殊健康診断 

(1)・(2) （略） 

(3) (1)にかかわらず、健康診断（定期に行わ

れるもの）の前年の実効線量が５mSvを超え

ず、かつ、当年の実効線量が５mSvを超える

おそれのない者については、(1)のイからオ

までに掲げる項目は、医師が必要と認めない

ときには、行うことを要しないこと。 

(4)・(5) （略） 

 

第11 除染特別地域等における特例 

１ （略） 

２ 除染特別地域等に設置された処分事業場で除

去土壌の埋立てを行う場合の特例 

(1)・(2) （略） 

(3) 処分事業者は、２の特例により業務を行う

に当たっては、次に掲げる事項に留意するこ

と。 

ア～ウ （略） 

エ (1)のウの「できる限り離れた場所にお

いて作業を行う等」の「等」には、埋立施

設の境界に粉じんの飛散防止効果のある遮

風壁を設けることが含まれること。 

オ (1) のエの「表面密度を表面汚染限度（

40Bq/cm2）と埋立施設の周辺における平均

的な表面汚染密度（バックグラウンド）の

いずれか高い方まで下げるための措置」に

は、汚染された土壌等を除去するほか、コ

ンクリートや鉄板など遮蔽効果を有する物

で覆うことが含まれること。 

 

別紙４ 除染特別地域等の一覧 

 

 

 

 

 

 

第９ 健康管理のための措置 

１ 特殊健康診断 

(1)・(2) （略） 

(3) (1)にかかわらず、健康診断（定期に行わ

れるもの）の前年の実効線量が５mSvを超え

ず、かつ、当年の実効線量が５mSvを超える

おそれのない者については、イからオまでに

掲げる項目は、医師が必要と認めないときに

は、行うことを要しないこと。 

(4)・(5) （略） 

 

第11 除染特別地域等における特例 

１ （略） 

２ 除染特別地域等に設置された処分事業場で除

去土壌の埋立てを行う場合の特例 

(1)・(2) （略） 

(3) 処分事業者は、２の特例により業務を行う

に当たっては、次に掲げる事項に留意するこ

と。 

ア～ウ （略） 

エ ウの「できる限り離れた場所において作

業を行う等」の「等」には、埋立施設の境

界に粉じんの飛散防止効果のある遮風壁を

設けることが含まれること。 

オ エの「表面密度を表面汚染限度（40Bq/c

m2）と埋立施設の周辺における平均的な表

面汚染密度（バックグラウンド）のいずれ

か高い方まで下げるための措置」には、汚

染された土壌等を除去するほか、コンクリ

ートや鉄板など遮蔽効果を有する物で覆う

ことが含まれること。 

 

別紙４ 除染特別地域等の一覧 
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１ 除染特別地域 

・指定対象 

旧警戒区域又は計画的避難区域の対象区域等 

 市町村数 指定地域 

福島県 10 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村

及び飯舘村。並びに南相馬市、川俣町、川内村で警

戒区域又は計画的避難区域であった地域 

 

２ 汚染状況重点調査地域 

・指定対象 

放射線量が0.23μSv/h以上の地域等 

 市町村数 指定地域 

（略） （略） （略） 

福島県 14 いわき市、伊達市、西郷村、棚倉町、石川町、玉川

村、平田村、浅川町、古殿町、広野町及び新地町の

全域並びに南相馬市、川俣町及び川内村で警戒区域

又は計画的避難区域であった地域を除く区域 

 

 

 

（略） （略） （略） 

計 69  

※ 環境省環境再生・資源循環局環境再生事業担

当参事官室作成（令和５年３月） 

 

１ 除染特別地域 

・指定対象 

旧警戒区域又は計画的避難区域の対象区域等 

 市町村数 指定地域 

福島県 11 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村

及び飯舘村。並びに田村市、南相馬市、川俣町、川

内村で警戒区域又は計画的避難区域であった地域 

 

２ 汚染状況重点調査地域 

・指定対象 

放射線量が0.23μSv/h以上の地域等 

 市町村数 指定地域 

（略） （略） （略） 

福島県 31 福島市、郡山市、いわき市、白河市、須賀川市、相

馬市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見

町、鏡石町、天栄村、西郷村、泉崎村、中島村、矢

吹町、棚倉町、石川町、玉川村、平田村、浅川町、

古殿町、三春町、小野町、広野町及び新地町の全域

並びに田村市、南相馬市、川俣町及び川内村で警戒

区域又は計画的避難区域であった地域を除く区域 

（略） （略） （略） 

計 86  

※ 環境省環境再生・資源循環局環境再生事業担

当参事官室作成（令和３年12月） 

 

 


